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数値目標に対する達成率（令和 2 年度分） 

＜評価方法＞ ：進捗状況調査票 抜粋 
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＜施策の方向の達成率＞

① 子どもの権利保障のための取り組みの充実

② 子どもの居場所の充実

③ 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業の計画的整備

④ 乳幼児期の教育・保育の一体的提供・推進

⑤ 多様なニーズに応じた保育・子育て支援サービスの充実

⑥ 地域の子育て力向上のための支援の充実

⑦ 子育て相談・情報提供の充実

⑧ 経済支援の充実

⑨ 母子保健の充実

⑩ 小児救急医療の充実

⑪ 虐待防止・対応のための取り組みの充実

⑫ ひとり親家庭等の自立のための支援の充実

⑬ 発達の支援が必要な子ども・子育て家庭への支援の充実

⑭ 仕事と子育ての両立支援

70.9%

80.9%

91.3%

66.7%

80.3%

39.7%

68.2%

91.4%

77.8%

94.9%

138.7%

111.2%

86.7%

14.3%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

160.0%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭

2



＜基本目標ごとの達成率＞

① 子どもの視点に立ち、子どもの最善の利益を支える仕組みの充実

② 乳幼児期の教育・保育の充実

③ 地域における子育て支援の充実

④ 子どもと子育て家庭の健康づくり

⑤ 配慮を要する子ども・子育て家庭への支援

⑥ 仕事と子育ての両立支援

＜計画全体の達成率：全事業の達成率の平均＞
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＜進行管理事業ごとの達成率一覧＞

No.事業名 事業内容 指標
２年度
数値目標

２年度
実績

達成率

1
子どもの権利保
障啓発事業

家族の日のイベント、市民向け講演会や関連
機関等に対する研修会、および児童虐待予防
と親子関係の改善をめざし、開催する講演会
等にて、リーフレット、啓発物の配布を通
じ、児童虐待の予防及び子どもの権利保障に
ついての周知を図っていきます。

①リーフレットの配布
②主なイベントおよび
講演会の実施

①9,000枚
②10回

①4,800枚
②23回

141.7%

2
子ども実行委員
会設置事業

子ども自身が意見を表明し、参加して、子ど
も自身が望む遊びや体験を実現させるため、
子ども実行委員会を設置します。子ども実行
委員会では、定期的に会議を開催し、こども
館の主催するイベントや行事をつくりあげて
いきます。また、他課との連携を通して、実
行委員活動の充実をはかります。

①実行委員（延べ）
②実行委員会議
（延べ）
③イベント等の実施
（実行委員会が作るイ
ベント・行事）

①150人
②30回
③5回

①0人
②0回
③0回

0.0%

3

放課後保育クラ
ブ運営事業（放
課後児童健全育
成事業）

放課後保育クラブでは、保護者が就労などに
より昼間家庭にいない子どもに対し、適切な
遊び及び生活の場を提供し健全育成を図りま
す。今後も小学校の余裕教室等を利用し、児
童が安心して過ごせる生活の場の確保に向け
整備を推進していきます。また、待機児童が
発生する地域において、補助金制度を活用
し、民間事業者による放課後児童健全育成事
業の参入を促します。

①定員数 ①5,830人 ①5,839人 100.2%

4

子どもの居場所
づくり事業（放
課後子ども教
室）

市川市立学校の図書館、体育館、使用してい
ない教室等を活用して、授業の終了後等に、
すべての子どもが安全に安心して活動するこ
とができる場所を確保し、学習の支援、ス
ポーツ、書道その他の活動、地域と学校との
交流活動等の機会を継続的に提供します。ま
た、すべての放課後子ども教室において、放
課後保育クラブと連携し、一体型の運営を行
います。なお、放課後保育クラブとの一体型
の運営に関する方策及び放課後子ども教室の
実施場所となる学校施設の活用に関する方策
については、教育委員会にて適宜協議を行い
ます。
※一体型の放課後保育クラブ運営事業及び子
どもの居場所づくり事業とは、厚生労働省及
び文部科学省から発表された、「『新・放課
後子ども総合プラン』について」において定
められている、放課後児童クラブ及び放課後
子供教室（本市でいう放課後保育クラブ運営
事業及び子どもの居場所づくり事業）の一体
型の運営に則った運営（すべての児童の安
全・安心な居場所を確保するため、同一の小
学校内等で両事業を実施し、共働き家庭等の
児童を含めたすべての児童が放課後子供教室
の活動プログラムに参加できるもの）をい
う。

①施設数 ①15ヵ所 ①15ヵ所 100.0%

5
こども館運営事
業（小学生～18
歳未満）

児童福祉法に基づく児童館とそれに準ずる施
設を設置し、児童の健全育成のため、遊びの
提供を行うとともに児童の居場所をつくり、
問題の発見と予防のための相談・情報提供を
行います。
また、仲間づくりや協調性を育成するための
集団あそび、さまざまな体験のできる各種講
座等を実施します。

①利用者数
（小学生）（延）
②利用者数
（中・高校生）（延）
③施設数

①84,500人
②18,500人
③14ヵ所

①10,153人
②2,938人
③14ヵ所

42.6%

基本目標1.子どもの視点に立ち、子どもの最善の利益を支える仕組みの充実

施策の方向1.子どもの権利保障のための取り組みの充実　

施策の方向 2.子どもの居場所の充実
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6
特定教育・保育
施設の整備

保育に関する「量の見込み」に応じ、地域型
保育事業の整備を推進していきます。

①3号認定（0歳）の定
員数（当該年度整備分
を含む）
②3号認定（1・2歳）の
定員数（当該年度整備
分を含む）
③2号認定の定員数（当
該年度整備分を含む）

①1,100人
②3,480人
③6,436人

①1,037人
②3,485人
③6,676人

99.4%

7
特定地域型保育
事業の整備

保育に関する「量の見込み」に応じ、地域型
保育事業の整備を推進していきます。

①3号認定（0歳）の定
員数（当該年度整備分
を含む）
②3号認定（1・2歳）の
定員数（当該年度整備
分を含む）

①240人
②727人

①177人
②674人

83.2%

8
認定こども園の
普及促進

幼稚園・保育園の移行による認定こども園の
普及を図ります。

①認定こども園施設数 ①9ヵ所 ①6ヵ所 66.7%

9
時間外保育事業
（延長保育事
業）

認可保育園等において、平日および土曜日の
通常保育時間を超えて保育サービスを実施し
ます。

①利用者数（1日あた
り）

①7,229人 ①6,418人 88.8%

10 休日保育事業
日曜・祝日も就労等により保育が困難な家庭
を支援するため、認可保育園で休日保育を実
施します。

①利用者数（延）
②施設数

①83人
②1ヵ所

①53人
②1ヵ所

81.9%

11 一時預かり事業

パートタイムなどの短期就労や保護者の出
産・疾病、リフレッシュ等による一時的な保
育ニーズに応えるため、一時預かり・特定保
育を実施します。今後は、一時預かり・特定
保育事業をニーズにあわせて拡大していきま
す。

①利用者数（延） ①32,963人 ①10,996人 33.4%

12
預かり保育事業
（幼稚園）

保護者のリフレッシュや就労等を支援するた
め、幼稚園の保育時間終了後における預かり
保育を実施します。

①利用者数（延）
①133,760
人

①58,172人 43.5%

13
病児・病後児保
育事業

子どもが病気回復期のため、通常通り保育園
等を利用できない場合、医療機関等に併設さ
れた保育施設で一時的に保育を実施します。
今後は、医療機関を中心に受け入れ施設を整
備していきます。

①利用者数（延） ①2,066人 ①86人 4.2%

14
認可外保育園園
児補助金

待機児童の解消を含めた多様なニーズへの対
応など認可外保育園の特徴を活かした保育
サービスを活用していくため、認可外保育園
に通う保護者へ補助金を交付し、経済的負担
を軽減します。

①受給者数（実） ①3,000人 ①2,902人 96.7%

15
保育園の第三者
機関評価事業

保育の質の向上や保護者からの信頼を高める
ため、第三者評価機関による審査・評価を行
います。また、評価結果を認可保育園全体の
ものとして改善に取り組み、保育の質の向上
を図ります。評価結果は、ホームページ等で
広く公開します。

①第三者評価機関によ
る審査・評価の実施
（各年度内に実施する
施設数）

①5ヵ所/年 ①5ヵ所/年 100.0%

16
新規参入施設等
への巡回支援

新規保育施設に対して、公立保育園園長経験
者が、保育施設の現場に出向き、『市川保育
のガイドライン』を示し『市川市新設保育園
運営支援指針』に基づき基本、開設前から1
年間にわたり支援を行い、市川市の保育の質
の担保を図るもの。また、１年後においても
課題がある場合は、安定的な運営ができるま
で支援を行う。

①施設数
②支援回数

①23施設
②138回

①44施設
②153回

151.1%

17

こどもショート
ステイ事業（子
育て短期支援事
業）

保護者の疾病・出産・出張等により、数日に
わたり家庭において児童の養育が困難となっ
た場合、宿泊施設で子どもを預かるサービス
を実施します。

①利用者数（延） ①320人 ①490人 153.1%

施策の方向 5.多様なニーズに応じた保育・子育て支援サービスの充実

基本目標 3.地域における子育て支援の充実

基本目標 2．乳幼児期の教育・保育の充実

施策の方向 3.特定教育・保育施設、特定地域型保育事業の計画的整備

施策の方向 4.乳幼児期の教育・保育の一体的提供・推進
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18
子育て支援施設
等の職員に対す
る防犯研修

子育て支援施設等に勤務する職員等に対し防
犯・安全対策についての研修を行い、緊急時
に子どもを守るための知識や行動について指
導します。

①研修回数 ①6回 ①3回 50.0%

19
地域子育て支援
センター事業

保育園等のノウハウと機能を活用した地域子
育て支援センターを設置して、子育て中の親
子の交流の場の提供と交流の推進、相談・援
助、地域の子育て関連情報の提供、各種子育
て教室等の開催および子育てサークルの支援
を行います。

①施設数
②利用者数（延）

①11ヵ所
②97,868人

①11ヵ所
②27,815人

64.2%

20
親子つどいの広
場事業

子育て中の親子が気軽に集える場として、親
子つどいの広場を設置し、子育て中の親子の
交流の場の提供と交流の促進、相談・援助、
地域の子育て関連情報の提供および地域の支
援者への講習を行います。

①施設数
②利用者数（延）

①3ヵ所
②45,000人

①3ヵ所
②9,228人

60.3%

21
こども館運営事
業（小学校就学
前まで）

児童福祉法にもとづく児童館とそれに準ずる
施設を設置し、遊びの提供を行う乳幼児親子
の居場所とするとともに、育児不安解消のた
めの相談・情報提供を行います。また、親子
の関係づくり・仲間づくりのための親子活
動、父親の育児参加促進のための父親支援、
親育ち・親の子育て力向上のための各種講演
会等を実施します。

①利用者数（延）
②施設数
③行事・イベント

①107,000
人
②14ヵ所
③4,220回

①48,696人
②14ヵ所
③795回

54.8%

22
ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業

育児の支援をしたい会員、育児の支援を受け
たい会員、両方を利用したい会員を組織化
し、子育てに関する人と人との相互援助活動
として、保育園・幼稚園・放課後保育クラブ
への送迎・送迎後の預かり等のサポートを行
います。引き続き、協力・両方会員の確保を
図っていきます。

①利用者数（延） ①19,809人 ①10,251人 51.7%

23
産後家庭ホーム
ヘルプサービス

核家族で保護者の親族や近隣からの支援が十
分に得られない家庭にあって、特に保護者が
産後で一時的に家事、育児ができないとき、
ヘルパーを派遣して、支援していきます。

①登録者数（延） ①230人 ①194人 84.3%

24
すこやか応援隊
事業

すこやかな親子の育ちを目的として、市内の
さまざまな地域に出向き、訪問・相談・情報
提供などの活動を実施し、一人ひとりに合っ
た支援をコーディネートしていく中で、地域
に根ざした子育て支援を進めていきます。

①利用者数（延） ①2,800人 ①0人 0.0%

25
子育てサークル
育成事業

子育てにかかわるサークル活動を行っている
団体について、登録制によって活動を支援す
るとともに、ホームページ等により広く情報
を公開することで市民活動の活性化を図りま
す。

①登録サークル ①45団体 ①20団体 44.4%

26
いちかわ子育て
支援ボランティ
ア養成事業

地域で子育て支援を行いたいボランティアを
養成するため、「子育て支援ボランティア養
成講習会」を開催するとともに、修了後の活
動をコーディネートすることによって、地域
の子育て力の向上を図っていきます。

①受講者数（実）
②講習会の開催

①30人
②2回

①0人
②0回

0.0%

27
青少年と乳幼児
親子のふれあい
交流事業

こども館における健全育成活動の一環とし
て、児童生徒が乳幼児親子とのふれあい・育
児体験をすることにより、命の大切さ・親子
の絆を学ぶ活動を実施します。

①実施回数
②参加者数
（小学生）（延）
③参加者数
（中・高校生）（延）
④参加者数
（乳幼児親子）（延）

①40回
②10人
③650人
④850人

①0回
②0人
③0人
④0人

0.0%

28
保育園での子育
て支援（地域交
流）

保育園の地域交流として、保育園に通園して
いない未就学児童等を含め、園庭開放、親子
のふれあい遊びの支援等を行い、保育園と地
域および地域住民同士の交流を図ります。

①参加者（延）
②地域交流の実施
③実施施設

①12,478人
②755回
③61ヵ所

①2,017人
②199回
③54ヵ所

43.7%

施策の方向 6.地域の子育て力向上のための支援の充実
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29
幼稚園での子育
て支援（園庭開
放）

幼稚園の地域交流として、幼稚園に通園して
いない未就学児童を対象に、園庭を解放し、
親子で遊んだり、育児について親同士が話し
合える場とします。また、育児についての不
安や悩みを受け止め、子育て支援の場としま
す。

①園庭開放の実施数
②園庭開放の実施施設

①473回
②6ヵ所

①225回
②6ヵ所

73.8%

30
中高年ボラン
ティア事業（保
育園）

社会を担ってきた中高年を保育ボランティア
として受け入れ、ふれあい遊びや絵本の読み
聞かせ、草木の世話等を通じて、保育園児と
の世代間交流を図ります。

①ボランティア登録者
数
②活動件数
③実施施設

①59人
②1,531回
③23ヵ所

①0人
②0回
③0ヵ所

0.0%

31
マイ保育園登録
制度事業

地域で継続した子育て支援を実施し、産前産
後うつや育児不安などを解消していくため、
身近な保育園に登録して、妊婦時代には子育
て体験、産後は育児相談や地域との交流など
の支援を保育園で実施していきます。

①登録者数
②実施施設

①237人
②23ヵ所

①136人
②23ヵ所

78.7%

32
青空こども広場
事業

就学前のこどもが伸び伸びと遊べる「青空こ
ども広場」を公園の少ない地域等に設置す
る。

①施設数 ①4ヵ所 ①0ヵ所 0.0%

33
子ども家庭支援
センター事業

子どもと子育て家庭に関する総合相談窓口と
して、保健・福祉・教育等に関する基本的な
問い合わせやサービスの紹介に応じるととも
に、手続きや相談が必要な場合には、関係機
関と連携して適切な支援を実施します。

①問合せ・相談件数
（延）

①6,500件 ①9,310件 143.2%

34
子育てガイド
ブック

本市における子ども・子育てに関する保健・
福祉・教育・医療などの情報を網羅した情報
誌を隔年で発行し、子育てにかかる行政の総
合的な情報をわかりやすく提供します。

①発行部数 ①20,000冊 ①0冊 0.0%

35
子育て応援サイ
ト事業

子育て応援サイト「いちかわっこWEB」によ
り、行政情報のみならず、ＮＰＯやサークル
等によって実施されているさまざまな子育て
支援に関する民間情報を提供します。

①アクセス数（月平
均）

①12,000件 ①7,449件 62.1%

36 利用者支援事業

幼稚園、保育園等の子育て関係機関と連絡調
整や情報収集を行い、幼稚園、保育園等の紹
介や申請方法等をご案内するとともに、就学
前の子どもの所属先についての情報を幅広く
提供していきます。また、「出張子育てナ
ビ」として地域に出向き、利用者支援のサー
ビスを展開します。

①実施箇所数
②子育てナビ利用者数
（延）
③出張子育てナビ利用
者数（延）

①2ヵ所
②9,000人
③600人

①2ヵ所
②9,242人
③0人

67.6%

37 児童手当
子育て家庭の生活の安定と児童の健全な育成
を図るため、中学校修了前の児童を養育して
いる保護者に手当を支給します。

①受給児童数（延）
①700,000
人

①685,800
人

98.0%

38
子ども医療費助
成

子どもの健やかな成長を願い、子育て家庭の
経済的負担を軽減するため、子どもの医療費
（保険適用分）の一部を助成します。

①助成対象者数（実） ①59,135人 ①60,009人 101.5%

39
幼稚園類似施設
園児補助金

幼稚園類似施設を利用する保護者の経済的負
担軽減を図るため、所得区分に応じて補助金
を交付します。

①受給者数（実） ①200人 ①116人 58.0%

40
保護児童生徒援
助費

経済的理由により就学が困難な児童生徒の保
護者に対し、学校教育に必要な費用の一部を
援助します。

①認定者数 ①2,700人 ①2,584人 95.7%

41
特別支援教育就
学奨励費

特別支援学級および通級指導教室に通学して
いる児童・生徒の保護者に対し、就学に要す
る費用の一部を支給します。

①認定者数 ①330人 ①355人 107.6%

施策の方向 8.経済支援の充実

施策の方向 7.子育て相談・情報提供の充実

7



42
子育てのための
施設等利用給付

幼児教育の無償化の対象となる幼稚園(新制
度移行園を除く)、認可外保育施設、一時預
かり事業、病児・病後児保育事業及びファミ
リー・サポート・センター事業を利用してい
る児童の保護者の経済的な負担軽減を目的に
国の定めた額を上限として給付金を交付しま
す。

①受給者数（実） ①3,850人 ①4,479人 116.3%

43
実費徴収に係る
補足給付を行う
事業

新制度未移行園における、年収３６０万円未
満相当世帯の子ども及び第３子以降（小学校
第３学年終了前の子どもから数えて）の子ど
もに対して給食費の一部を補助します。

①受給者数（実） ①315人 ①198人 62.9%

44
利用者支援事業
（母子保健型）

妊娠･出産･子育てに対する安心感を醸成し、
児童虐待の発生予防につなげるため、妊娠期
から子育て期にわたる相談支援を行う窓口を
設置し、妊娠届出時の相談や子育て･健康相
談に保健師等が対応する。

①母子保健相談窓口
来所件数

①5,500人 ①6,230人 113.3%

45
妊婦・乳幼児健
康診査事業

妊婦・乳児に対して一般健康診査を医療機関
に委託して実施し、異常の有無を早期に把握
し適切な指導を行い、健康の保持増進を図り
ます。これについては、母子健康手帳発行時
に受診票を配布して費用助成を行います。ま
た、1歳6か月児・3歳児健康診査を実施し、
疾病の早期発見・早期治療に努めるととも
に、精神的・身体的発育発達、基本的生活習
慣、歯科衛生など多角的な健診を行い、幼児
の健全な発育・発達を促します。

①受診回数（妊婦一般
健康診査）
②受診回数（乳児一般
健康診査）
③実施回数（1歳6か月
児健康診査）
④実施回数（3歳児健康
診査）

①14回
②2回
③48回
④48回

①14回
②2回
③54回
④54回

106.3%

46
母子訪問事業
（乳児家庭全戸
訪問事業）

妊娠・出産・育児に対する不安を軽減すると
ともに疾病の予防・健康の増進を図るため、
地区担当保健師が対応します。妊娠届出書を
もとに支援が必要な方や希望する方へ妊婦訪
問、出生連絡票をもとに新生児および1～2か
月児のいる家庭の全戸訪問、また希望者や育
児相談事業、健康診査、健康教育等から支援
が必要なご家庭に訪問し、個別あるいはご家
庭のニーズに応じた相談・指導を行います。

①利用者数（実） ①4,323人 ①3,862人 89.3%

47
保健推進員活動
事業

保健推進員が全戸訪問を行い、市民と行政の
パイプ役として保健事業のPR、健康相談窓口
の案内、保護者に対する4か月赤ちゃん講座
への参加の呼びかけ等を行い、市民の健康の
保持・増進が図られるよう支援活動を推進し
ます。

①保健推進員
②訪問件数

①150人
②4,323人

①102人
②934人

44.8%

48 プレ親学級

初めて出産を経験する家庭が安心して出産を
迎えられるように、妊娠中の過ごし方・栄
養・出産・育児についての講義や沐浴実習等
を実施します。

①プレ親学級参加者数
（妻・夫）（延）　2ヵ
所で実施

①2,788人 ①837人 30.0%

49
４か月赤ちゃん
講座

疾病の早期発見・健康保持を図るための支援
として、集団で発育、発達、基本的生活習慣
および離乳食の進め方等の講義、計測、個別
相談を実施します。また、保護者の育児に関
する孤立化の防止を支援します。

①参加組数（実）
②開催回数

①3,000組
②84回

①587組
②28回

26.5%

50
離乳食教室（1
回食・2回食）

乳幼児の健やかな成長を目指し、保護者の育
児に対する不安を軽減するため、離乳食（１
回食・2回食）の進め方の講義と実演・試食
を実施します。

①参加者数（１回食）
（延）
②開催回数（１回食）
③参加者数（2回食）
（延）
④開催回数（2回食）

①1,400人
②58回
③1,200人
④56回

①333人
②45回
③234人
④38回

47.2%

基本目標 4.子どもと子育て家庭の健康づくり

施策の方向 9.母子保健の充実
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51 妊婦栄養教育

妊娠中の食生活について、夫婦一緒に学ぶこ
とをきっかけに、妊婦自身の健康と生まれて
くる赤ちゃんを含めた家族の健康づくりにつ
なげるため、講義、グループワーク等を実施
します。

①参加者数（延）
②開催回数

①550人
②24回

①112人
②11回

33.1%

52
妊婦歯科健診・
歯みがきレッス
ン

妊婦歯科健診：指定歯科医院にて個別健診を
行う。
歯みがきレッスン：歯みがき指導や個別相談
を実施する。

①妊婦歯科健診
参加者数（延）
②歯みがきレッスン
参加者数（延）

①1,000人
②1,000人

①1,337人
②203人

77.0%

53 予防接種事業

出生届けの際等に「市川市予防接種手帳」を
交付し、予防接種（ロタ※、B型肝炎、ヒ
ブ、小児用肺炎球菌、4種混合、ＢＣＧ、麻
しん風しん、水痘、おたふくかぜ、日本脳
炎、二種混合、子宮頸がん）を個別に実施し
ます。(※法定接種化後、実施予定)

①接種者数（延）
①116,550
人

①110,376
人

94.7%

54 産後ケア事業

産後の援助を十分に受け付けられない産婦お
よびその乳児に対し、看護職等によるケアを
実施することにより、産婦の身体的回復と心
理的な安定を促進するとともに、産婦自身が
セルフケア能力を育むことで、健やかな育児
ができるよう支援する。

①産後ケア事業（宿泊
型）利用者数

①50人 ①67人 134.0%

55
特定不妊治療助
成事業

特定不妊治療を受けている夫婦に対し、経済
的負担を軽減するため、治療費を一部助成す
る。

①申請者数（延） ①515人 ①707人 137.3%

56
急病診療所運営
事業

急病診療所においては、休日や夜間の急な病
気の初期診療を行うため、内科、小児科、外
科（土、日、祝日および年末年始のみ）の診
療を実施します。
休日急病等歯科診療所においては、休日に急
な歯の痛み等の応急処置を行うために、日、
祝日、盆期および年末年始に診療を実施しま
す。

①利用者数
（延）（急病診療所）
②医師の待機日数
（急病診療所）
③施設数
（急病診療所）
④利用者数（延）（休
日急病等歯科診療所）
⑤医師の待機日数（休
日急病等歯科診療所）
⑥施設数（休日急病等
歯科診療所）

①17,000人
②365日
③1ヵ所
④560人
⑤75日
⑥1ヵ所

①4,359人
②365日
③1ヵ所
④567人
⑤75日
⑥1ヵ所

87.8%

57
あんしんホット
ダイヤル

夜間や休日に診療している病院などが知りた
いとき、急な病気やケガの対処に困ったと
き、健康に関する相談がしたいとき、子育て
に関する相談がしたいとき等に問い合わせが
でき、医師、保健師、看護師などから適切な
アドバイスを受けられるフリーダイヤルのテ
レフォンサービスを24時間年中無休で実施し
ます。

①利用件数 ①24,000件 ①21,370件 89.0%

58
2次救急医療運
営事業

主治医や急病診療所では扱えない病気、入
院・手術が必要な場合および急病診療所の対
応時間外における受け入れ体制の充実のた
め、救急医療体制（2次）を整備します。

①利用者数（延）
②医師の待機日数
③施設数

①104人
②365日
③8ヵ所

①126人
②365日
③7ヵ所

102.9%

59
2.5次救急医療
運営事業

脳血管疾患、循環器疾患等の重篤救急患者お
よび小児科をはじめ、夜間・休日の対応の少
ない診療科の受け入れ体制の充実のため、1
次・2次の救急医療機関の後方病院的役割を
担うため整備された救急医療体制（2.5次）
を維持します。

①医師の待機日数
（小児科医）
②施設数（市内の小児
科医療機関）

①365日
②3ヵ所

①365日
②3ヵ所

100.0%

施策の方向 10.小児救急医療の充実
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60

要保護児童への
支援事業（要保
護児童対策地域
協議会）

要保護児童等への適切な支援を実施するた
め、協議会を活用して、関係機関（警察、法
務局、児童相談所等国県の関係機関、市関係
機関、医師会、歯科医師会、人権擁護委員協
議会、学校長連絡協議会、民生委員児童委員
協議会、青少年相談員連絡協議会等）の情報
を共有し、支援内容の検討・評価・進行管理
を行うなどして、連携を強化します。

①支援児童数（実） ①550件 ①700件 127.3%

61
養育支援訪問事
業

児童虐待相談や保健センターの新生児訪問等
により、児童の養育について積極的に支援す
ることが必要と判断される家庭に対し、ヘル
パー等を派遣して養育に関する指導、助言、
家事・育児援助等を行うことにより、家庭に
おける児童の適切な養育環境を確保していき
ます。

①利用者（実） ①6件 ①9件 150.0%

62
児童扶養手当
（母子家庭）

母子家庭等の生活の安定と自立を助け、児童
の健全な育成を図るため、手当を支給しま
す。

①受給児童数（延） ①36,320人 ①31,244人 86.0%

63
児童扶養手当
（父子家庭）

父子家庭の生活の安定と自立を助け、児童の
健全な育成を図るため、手当を支給します。

①受給児童数（延） ①1,542人 ①1,213人 78.7%

64
ひとり親家庭等
医療費助成事業

ひとり親家庭および父母のいない児童を養育
する家庭の福祉の増進を図るため、これらの
家庭の医療費（保険適用分）の一部を助成し
ます。

①助成対象者数（実） ①1,276人 ①1,085人 85.0%

65
遺児手当支給事
業

両親もしくはどちらか一方が死亡、1年以上
の生死不明または障がいとなった場合、その
児童の健全な育成を図るため、手当を支給し
ます。

①受給児童数（延） ①2,082人 ①1,826人 87.7%

66
ひとり親相談事
業

ひとり親家庭の生活や就労に関して、母子自
立支援員が相談に応じ、自立に向けた相談・
支援を行います。

①相談件数
②相談員の体制

①210件
②2人

①28件
②2人

56.7%

67
母子の緊急一時
保護事業

経済的困窮、ＤＶ避難、火災等により居所が
なくなってしまった母子を、施設において一
時的に保護するとともに、自立に向けた支援
を行います。

①利用者数（延） ①25世帯 ①73世帯 292.0%

68
ひとり親家庭自
立支援事業

ひとり親家庭の父・母が、就労に必要な知識
や技能を修得するために教育訓練講座（医療
事務、ホームヘルパー等）を受講した場合、
講座終了後に受講料の2割相当額を支給し、
自立を支援します。また、看護師等の経済的
な自立に効果的な資格を取得することを支援
するため、１年以上養成機関等で修学する場
合、生活費の負担軽減のため高等技能訓練促
進費等を支給します。また、就労を希望する
場合には、母子自立支援員が相談者の意向や
生活状況、就労経験等を考慮して、ハロー
ワークと連携しながら相談者の状況に合った
就労支援プログラムを作成し、自立を支援し
ます。

①教育訓練給付金支給
件数（実）
②高等技能訓練促進費
等支給件数（実）
③自立支援プログラム
作成事業利用者数
（実）

①6人
②8人
③5人

①9人
②7人
③2人

92.5%

施策の方向 11.虐待防止・対応のための取り組みの充実

施策の方向 12.ひとり親家庭等の自立のための支援の充実

基本目標 5.配慮を要する子ども・子育て家庭への支援
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69
こども発達相談
室事業

発達の支援が必要な子どもの相談を受け付
け、一人ひとりに応じた個別支援計画に基づ
き、個別及びグループ支援や家族支援を行い
ます。（継続ケースについては、心理療法、
言語療法は、小学３年まで。また作業療法、
理学療法については、18才まで。）さらに公
共施設等で、相談と指導の地域拠点を定期的
に設け、継続的な支援が受けやすくなるよう
にします。

①相談件数
②対象年齢
③施設数

①11,000件
②小学校3
年まで
③5ヵ所

①8,769件
②小学校3
年まで
③5ヵ所

89.9%

70
発達障がいの理
解と支援のため
の研修

障がい児への理解の促進及び教育や保育現場
で活かせるような障がいの特性を理解した支
援や援助の方法を習得していくための研修
や、あおぞらキッズ・おひさまキッズの療育
現場を活用した実技研修会を開催していきま
す。

①受講者数（延）
②研修の実施

①400人
②40回

①155人
②13回

35.6%

71
発達障害児保育
（保育園）

配慮を要する子どもの保育の実施にあたって
は、こども発達センターの指導・助言を受
け、連携してすすめていきます。また、保育
士に対する研修も実施していきます。

①障がい児受入可能施
設

①175ヵ所 ①197ヵ所 112.6%

72 幼児教育相談

特別支援教育の充実を図るため、幼児教育相
談員が公立・私立幼稚園を巡回し、教諭への
指導助言や保護者の相談に対応します。ま
た、未就学児をもつ保護者の相談にも対応し
ます。

①相談件数（延）
②相談員体制

①900件
②5人

①1,056件
②5人

108.7%

73
雇用促進奨励金
（母子家庭の母
等）

母子家庭の母等の常用雇用を促進するため、
公共職業安定所の紹介等で母子家庭の母等を
雇用した事業主に対して奨励金を交付しま
す。

①受給者数（実） ①7人 ①3人 42.9%

74
いちかわ子育て
応援企業認定事
業

子育てにやさしいまちづくりを推進するた
め、子どもや子育てにやさしい取り組みを進
める企業を「いちかわ子育て応援企業」とし
て認定します。

①新規認定企業数 ①5社 ①0社 0.0%

75 家族の週間事業

内閣府が定める「家族の日」(11月第3日曜
日)、その前後一週間の「家族の週間」に併
せ、地域の企業・NPO等の協力により、子育
て家庭を対象としたイベントを実施するとと
もに、公共施設の入場料等のサービス等を実
施します。これにより、「家族の大切さ」
「家族を支える地域の力」について啓発し、
地域全体で子育て家庭を支援していきます。

①参加者（延）
②参加企業・団体

①7,000人
②50団体

①0人
②0団体

0.0%

施策の方向 13.発達の支援が必要な子ども・子育て家庭への支援の充実

基本目標 6.仕事と子育ての両立支援

施策の方向 14.仕事と子育ての両立支援
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２．量の見込み（ニーズ）に関する計画・実績比較（令和3年4月1日時点）
＜教育・保育＞

①市全域

計画（Ａ） 実績（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

3号認定（0歳） 1,575人 765人 △810人 48.6%

3号認定（1・2歳） 4,118人 4,124人 6人 100.1%

2号認定 5,714人 5,619人 △95人 98.3%

1号認定 5,718人 3,971人 △1,747人 69.4%

1号認定（類似含） 5,718人 4,052人 △1,666人 70.9%

②北部

計画（Ａ） 実績（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

3号認定（0歳） 266人 136人 △130人 51.1%

3号認定（1・2歳） 680人 726人 46人 106.8%

2号認定 1,223人 1,039人 △184人 85.0%

1号認定 1,198人 1,192人 △6人 99.5%

1号認定（類似含） 1,198人 1,192人 △6人 99.5%

③中部

計画（Ａ） 実績（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

3号認定（0歳） 748人 364人 △384人 48.7%

3号認定（1・2歳） 1,811人 1,990人 179人 109.9%

2号認定 2,582人 2,435人 △147人 94.3%

1号認定 2,405人 1,699人 △706人 70.6%

1号認定（類似含） 2,405人 1,699人 △706人 70.6%

④南部

計画（Ａ） 実績（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

3号認定（0歳） 561人 265人 △296人 47.2%

3号認定（1・2歳） 1,627人 1,502人 △125人 92.3%

2号認定 1,909人 2,145人 236人 112.4%

1号認定 2,115人 1,080人 △1,035人 51.1%

1号認定（類似含） 2,115人 1,161人 △954人 54.9%

「計画（Ａ）」欄の値について・・・事業計画で見込んでいたニーズの量

「実績（Ｂ）」欄の値について・・・

○3号認定、2号認定については、保育施設の入園者数＋申請者数(入園者を除く)

　（令和3年4月1日時点）

○1号認定については、幼稚園等の入園者数（令和3年5月1日時点）
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＜放課後児童健全育成事業＞

①市全域

計画（Ａ） 実績（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

低学年 4,227人 4,075人 △152人 96.4%

高学年 1,007人 1,094人 87人 108.6%

計 5,234人 5,169人 △65人 98.8%

②北部

計画（Ａ） 実績（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

低学年 854人 1,105人 251人 129.4%

高学年 204人 349人 145人 171.1%

計 1,058人 1,454人 396人 137.4%

③中部

計画（Ａ） 実績（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

低学年 1,987人 1,596人 △391人 80.3%

高学年 473人 411人 △62人 86.9%

計 2,460人 2,007人 △453人 81.6%

④南部

計画（Ａ） 実績（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

低学年 1,386人 1,374人 △12人 99.1%

高学年 330人 334人 4人 101.2%

計 1,716人 1,708人 △8人 99.5%

「計画（Ａ）」欄の値について・・・事業計画で見込んでいたニーズの量

「実績（Ｂ）」欄の値について・・・

○入所者数＋申請者数(入所者を除く)（令和3年4月1日時点）
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＜事業別補助金交付状況＞

【表の見方】
「国庫補助事業」：国の補助または県の補助を受けて事業を実施している
「市単独事業」：上記以外

1 子どもの権利保障啓発事業 〇

2 子ども実行委員会設置事業 〇

3 放課後保育クラブ運営事業（放課後児童健全育成事業） 〇

4 子どもの居場所づくり事業（ビーイング） 〇

5 こども館運営事業（小学生～18歳未満） 〇

6 特定教育・保育施設の整備 〇

7 特定地域型保育事業の整備 〇

8 認定こども園の普及促進 〇

9 時間外保育事業（延長保育事業） 〇

10 休日保育事業 〇

11 一時預かり事業 〇

12 預かり保育事業（幼稚園） 〇

13 病児・病後児保育事業 〇

14 認可外保育園園児補助金 〇

15 保育園の第三者機関評価事業 〇

16 新規参入施設等への巡回支援 〇

17 こどもショートステイ事業（子育て短期支援事業） 〇

18 子育て支援施設等の職員に対する防犯研修 〇

19 地域子育て支援センター事業 〇

20 親子つどいの広場事業 〇

21 こども館運営事業（小学校就学前まで） 〇

22 ファミリー・サポート・センター事業 〇

23 産後家庭ホームヘルプサービス 〇

24 すこやか応援隊事業 〇

25 子育てサークル育成事業 〇

26 いちかわ子育て支援ボランティア養成事業 〇

27 青少年と乳幼児親子のふれあい交流事業 〇

28 保育園での子育て支援（地域交流） 〇

29 幼稚園での子育て支援（園庭開放） 〇

30 中高年ボランティア事業（保育園） 〇

31 マイ保育園登録制度事業 〇

32 青空こども広場事業 〇

33 子ども家庭総合支援センター事業 〇

34 子育てガイドブック 〇

35 子育て応援サイト事業 〇

36 利用者支援事業 〇

37 児童手当 〇

38 子ども医療費助成 〇

39 幼稚園類似施設園児補助金 〇

市単独事業国庫補助事業事業No. 事業名
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＜事業別補助金交付状況＞

【表の見方】
「国庫補助事業」：国の補助または県の補助を受けて事業を実施している
「市単独事業」：上記以外

市単独事業国庫補助事業事業No. 事業名

40 保護児童生徒援助費 〇

41 特別支援教育就学奨励費 〇

42 子育てのための施設等利用給付 〇

43 実費徴収に係る補足給付を行う事業 〇

44 利用者支援事業（母子保健型） 〇

45 妊婦・乳幼児健康診査事業 〇

46 母子訪問事業（乳児家庭全戸訪問事業） 〇

47 保健推進員活動事業 〇

48 プレ親学級 〇

49 4か月赤ちゃん講座 〇

50 離乳食教室（1回食・2回食） 〇

51 妊婦栄養教育 〇

52 妊婦歯科健診・歯みがきレッスン 〇

53 予防接種事業 〇

54 産後ケア事業 〇

55 特定不妊治療助成事業 〇

56 急病診療所運営事業 〇

57 あんしんホットダイヤル 〇

58 2次救急医療運営事業 〇

59 2.5次救急医療運営事業 〇

60 要保護児童への支援事業（要保護児童対策地域協議会） 〇

61 養育支援訪問事業 〇

62 児童扶養手当（母子家庭） 〇

63 児童扶養手当（父子家庭） 〇

64 ひとり親家庭等医療費助成事業 〇

65 遺児手当支給事業 〇

66 ひとり親相談事業 〇

67 母子の緊急一時保護事業 〇

68 ひとり親家庭自立支援事業 〇

69 こども発達相談室事業 〇

70 発達障がいの理解と支援のための研修 〇

71 発達障害児保育（保育園） 〇

72 幼児教育相談 〇

73 雇用促進奨励金（母子家庭の母等） 〇

74 いちかわ子育て応援企業認定事業 〇

75 家族の週間事業 〇
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